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1 款 3 項 1 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

事業費

方針に関する決裁  種別()

有（          ）・無
【 事業の概要及び令和２年度実施内容 】

　原子力発電所事故に伴う放射線対策として、放射性物質が検出された下水汚泥焼却灰を南北汚泥資源化センターで
一部保管してきました。
　令和２年度は保管している灰について処分を行います。
　なお、本追加経費については全額を東京電力ホールディングス株式会社に対し損害賠償請求を行います。

【 実績の推移・今後見込み 】
平成23年度実績 ： 　619,193,419円（賠償請求額： 514,380,662円）
平成24年度実績 ： 1,438,699,926円（賠償請求額：1,326,960,278円）
平成25年度実績 ： 　629,341,632円（賠償請求額： 505,694,755円）
平成26年度実績 ： 　274,850,823円（賠償請求額： 290,035,483円）
平成27年度実績 ： 　271,619,075円（賠償請求額： 430,898,344円）
平成28年度実績 ： 　269,710,366円（賠償請求額： 653,036,613円）
平成29年度実績 ： 　185,939,783円（賠償請求額： 475,375,594円）
平成30年度実績 ： 　116,079,023円（賠償請求額： 270,321,619円）
令和元年度予算額 ： 　663,309,000円

【 事業費の内訳 】

【令和２年度】 【令和元年度】
　事業費（①＋②） 　事業費（①＋②）

①場内作業にかかる経費等 ①場内作業にかかる経費等

②市外処分場への処分経費等 ②市外処分場への処分経費等
（参考） （参考）

東京電力HD請求額（①＋②） 東京電力HD請求額（①＋②）

③処理場費における東京電力HD賠償額 ③処理場費における東京電力HD賠償額
処理場費を含む請求額（①＋②＋③） 処理場費を含む請求額（①＋②＋③）

【 事業スケジュール 】
市外処分場への埋立処分等を行います。

【 事業開始年度 】
平成23年度

【 根拠法令 】

原子力損害の賠償に関する法律（昭和三十六年六月十七日法律第百四十七号）

放射性物質汚染対処特措法（平成二十三年八月三十日法律第百十号）　など

【 根拠とするデータ等 】

水再生センター等運転管理年報（30年度版）

（ 局 － 28 ）

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
環境創造 下水道施設管理

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政 令和元年度
事業評価書

番号

1-3-1
29

政策番号 主な施策番号

区　分 金　額 国 県

災害による損失
（放射線対策経費） 令和元年度

事業評価書
番号

東京電力HD賠償金 企業債 下水道使用料等

財　源　内　訳

令和２年度 276,376 0 276,376 0

企業債＋下水道
使用料等

0
令和元年度 663,309 663,309

単独事業 補助率
補助事業

令和４年度

予
算

358,200 269,300 191,040
予
算

666,336 666,336

0 0

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度

企業債＋下水道
使用料等

141,695 131,130
418,071 794,439

269,710 185,940 116,079

0 0 0

276,376 663,309

188,176 436,698

88,200 226,611

環境創造

0
増△減 △ 386,933 0 0 0 △ 386,933 0

決
算

企業債＋下水道
使用料等

課長 係長 　　　　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 村上　勝吉 藤田　剛 高橋　祐貴

0 0 0

276,376 663,309


	3条（②-1施設整備費以外）

